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　1.　はじめに

　環境対応型自動車に対する期待の高まりは、石
油依存からの脱却を目的とした 1970 年代から始
まった。1990 年代には局地的な排ガスの問題解決
が目的となり、2000 年代になると地球温暖化の関
心の高まりが原動力となった。そのような中、電
気自動車（EV）は走行中に排気ガスを排出せず、
環境対応型自動車として期待されてきた。しかし
高価格であり航続距離が短い EV は、従来のガソ
リン車（GV）と利用環境が大きく異なる。現行
の EV では、充電 1 回当たりの航続距離は 100 ～
230km ほどと短い。そして航続距離が 700km 程
度の通常の GV に対して航続距離が 1/3 以下にも
かかわらず、価格は 200 数十万円～ 500 万円と
GV より高価である。さらに、GV では 5 分程度で
タンクを満タンにできるのに対し、EV では 80％
の急速充電に要する時間は 30 分程度と負担を強

いることになる。以上のような理由もあり、EV

の普及は進んでいないのが現状である 1）。
　ガソリンエンジンと電気モーターを併用するハ
イブリッド車（HV）は、優勢な GV から大きな
変化を求めず、GV に新しい要素や知識、機能を
組み込むことで、企業や消費者に受け入れられて
いる。バッテリーに充電可能なプラグインハイブ
リッド車（PHV）は HV よりもバッテリーのみの
航続距離を増大させ、EV に近いタイプの自動車
である。そのため、本格的な EV 普及の過渡期に
おいて、現実的な次世代環境車として注目されて
いる 2）。
　次世代自動車振興センターによると、2013 年度
の EV の国内保有台数は 54,757 台、PHV を合わせ
ると 84,928 台である。2013 年度の EV の国内販売
台数は 16,837 台、PHV を合わせると 29,809 台で
ある。2013 年度の新車販売台数は 5,375,407 台で
あるため、EV と PHV を合わせたシェアは 0.6％
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電気自動車普及のための補助金政策と充電インフラ整備

荒川　潔＊

要　　　　　約

　本稿の目的は、電気自動車（EV）と充電インフラに対する補助金政策の効果の違いを理論
的に明らかにし、効果的な EV 普及政策とは何かを明らかにすることである。分析の結果、充
電インフラの整備により EV 市場の裾野を広げた後、EV の性能向上を促すのが効果的である
ことがわかった。つまり、EV 普及のためには充電インフラ整備に対する補助金を重視し、走
行距離が比較的短い消費者の EV 利用を促すのである。EV 市場の拡大により開発競争が激化
すれば EV の性能向上が実現するため、効果的な EV 普及を期待できることになる。
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である。近年、EV や PHV の普及が進んでいると
はいえ、GV と比較すると、その普及は緒に就い
たばかりである。経済産業省は EV と PHV の国内
乗用車新車販売シェアを 2020 年に 15 ～ 20％に、
2030 年に 20 ～ 30％に引き上げる目標を示してい
る。しかしながら、HIS Automotive の予測では、
2026 年には生産台数の 5％が PHV、2％が EV と
なっている 3）。つまり、EV 普及の目標と予測には
大きなギャップがあり、それを埋めるための政策
が必要とされているのである。
　EV の普及を支援する仕組みは、規制的手段、
経済的手段、説得的手段、組織的手段の 4 つの
カテゴリーに分けることができる（Kley et al., 

2012）。規制的手段とは、新車に対して排ガス基
準を設定するなど自動車メーカーに対して制限を
加える手段である。経済的手段とは、数量や価格
などによる市場の変化を通して影響を与えようと
する手段である。インセンティブを喚起するため
の販売価格に対する減税や補助金などの直接的な
方法や、ガソリン税や駐車料金などによる内燃機
関に対する罰則などの間接的な方法がある。説得
的手段とは、消費者やメーカーに対するキャン
ペーンの実施や標準化などである。最後の組織的
手段とは、充電インフラの整備や専用レーンの設
置などの必要なインフラの整備によりハードルを
下げることなどである。本研究では、EV 普及策の
効果を、経済的手段である EV そのものに対する補
助金政策と、組織的手段であるインフラ整備に対
する補助金政策に絞って分析することになる 4）。
　EV 購入に対する補助金の支出は、自動車メー
カーの EV 開発や消費者の購買行動に影響を与え
る。Arakawa（2014）は、EV 購入に対する補助金
支出と EV 普及の関係を理論的に分析し、補助金
の増額はメーカーの充電池と価格の 2 つの戦略に
影響を与えることを明らかにしている。つまり、
補助金額を増大するとメーカーの充電池容量を増
大するインセンティブが生じるとともに、消費者
に直接的に EV 購入のインセンティブを与えるこ
とができる。そのため、補助金額が大きくなると、
メーカーは充電池容量が大きく高価な EV を販売
することができるのである。

　EV の航続距離の短さというデメリットを克服
するためには、充電インフラの整備が欠かせない。
充電インフラが設備されれば、EV を使う長距離
ドライブの利便性が大幅に高まるからである。さ
らには PHV の利用者も外出先で充電することで
電気走行する距離を増やしてガソリン代を節約で
きる。このように、充電インフラの整備に対する
補助は EV 普及のためには不可欠の政策であるが、
充電設備の技術的な研究は数多くなされているも
のの、経済学的な観点からの研究はほとんどなさ
れていない。その理由として、充電インフラの設
置数が圧倒的に少なく、その数を増やすこと自体
が早急の問題と考えられてきことを挙げることが
できる。つまり、充電インフラの整備は消費者の
利便性向上につながることで EV 普及にポジティ
ブな影響を及ぼすため、インフラ提供者にインセ
ンティブを与えることが目下の課題であると考え
られてきたのである。そして、充電設備は EV と
比べて大きな技術革新を期待できないため、充電
インフラ整備への補助には充電設備の設置数を増
大することのみが期待されてきたのである。
　しかしながら、EV と充電インフラは補完関係
にあり、充電インフラの整備はメーカーの EV 開
発に影響を与えるとともに、消費者の購買行動に
影響を及ぼすだろう。そのため、充電インフラに
対する補助金と EV に対する補助金の効果の違い
を分析することは重要な問題となる。つまり、効
果的な EV 普及を図るには、それらの補助金の特
性を生かした政策が必要となるのである。本稿で
は、以上の問題意識のもと、EV に対する補助と
充電インフラに対する補助の EV 普及に対する効
果の違いを分析し、どのような政策が EV 普及に
とって望ましいのかを明らかにする 5）。
　本稿の構成は以下の通りである。第 2 章では、
EV 普及のための補助金政策について、EV に対す
るものと充電インフラ整備に対するもののそれぞ
れについて概観する。第 3 章では、消費者が EV

と GV と比較検討して車種を選択する行動をモデ
ル化し、第 4 章では、市場均衡を分析する。第 5

章では、EV に対するする補助金と充電インフラ
に対する補助金の 2 つの政策を比較し、望ましい
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EV 普及策とは何かを明らかにする。第 6 章では、
結論を述べる。

　2.　EV普及のための補助金政策

　EV と充電インフラは補完財であり、供給する
企業間に一種の協調の失敗（Coordination failure）
が発生することが考えられる。つまり、EV の普
及のためには充電インフラが必要であるが、充電
インフラ整備のインセンティブには EV の普及が
不可欠であるという一種の「鶏が先か、卵が先か」
という問題に直面しているのである 6）。このよう
な状況では、EV と充電インフラの双方に対する
投資が望ましい水準に達しない可能性が高まる 7）。
その際、積極的な投資を引き出すには、何らかの
政策や企業間の協調が必要である。これと同じ問
題は、設置費用が巨額である燃料電池車（FCV）8）

の水素充填インフラ整備でも生じている 9）。以下
で、充電インフラと EV そのものに支出する補助
金政策の内容を見てみよう。

　2.1　充電インフラ整備に対する補助金

　EV の充電インフラには、30 分程度で約 80％充
電できる急速充電のほかに、8 時間程度で充電で
きる普通充電器がある。充電器は EV を販売して
いるディーラーのほか、高速道路のサービスエリ
アや自治体の施設に多い。現在、日本国内では給
油所が 34,706 ヵ所あるが、EV の充電に使う急速
充電器の設置箇所は 4,870 ヵ所であり、GV と比較
して EV の利用勝手が悪いことがわかる。さらに、
急速充電器で約 540 万円、普通充電器で約 120 万
円の設置費用がかかるが、電気の価格はガソリン
に比べて圧倒的に安いため、充電事業者が電気を
販売することを事業化しにくい状況である 10）。そ
のため、充電事業者に急速充電器設置のインセン
ティブを喚起する補助金政策が、政府（次世代自
動車振興センター）と自動車メーカーの双方から
実施されている。
　次世代自動車振興センターによる充電設備など
の購入に対する補助金額は以下のように算出され
る。充電設備の購入については、（1）実際に要し

た充電設備等の購入費に対して補助率（1/2 から
2/3）を乗じた額、または（2）充電設備等の型式
ごとに定める補助上限額、のいずれが低い方が補
助金交付額となる。設置工事費については、申告
書の審査結果の額と補助金交付上限額のいずれか
低い方が補助金交付額となる。
　トヨタ自動車、日産自動車、三菱自動車、ホン
ダの 4 社が中心となり設立した日本充電サービス
は、充電器の設置費用の一部を負担するほか、8

年間の維持費を補助する制度を設け、課金や決済
サービスも提供している。自ら充電器の設置を進
めるのではなく、商業施設や道路事業者など第三
者に対して設置を働きかける形をとる。

　2.2　EVに対する補助金

　消費者による自動車購入の検討に対して、政府
は税制により影響を与えることができる。消費者
がある額を直接受け取る補助金は、一般的にある
特定の自動車の購入といった条件が付き、異なる
クラスの自動車に異なる額となる。販売価格に対
する減税 11）と比較すると、消費者は別に支払われ
る補助金をより高く評価する（Kley et al., 2012）。
このことからも、補助金政策は EV 普及に大きな
効果を持つことがわかる。
　次世代自動車振興センターによる EV に対する
補助金額は以下のように算出される。補助金額
は、（1）車両の購入価格を基に試算した補助金額
か、（2）車種・グレードごとに定めた補助金交付
上限額のどちらか低い方になる。（1）の車両購入
価格による補助金額は、車両購入価格から基準額
を引いたものに対し、補助率を掛けることで求め
られる。その基準額は、購入する EV と同種・同
格のガソリン車をベースに定められる。また、そ
の補助率は、EV の購入負担額の大小、自動車メー
カーの価格引き下げ努力などを勘案して定められ
る。（2）の車種・グレードごとの交付金上限金額は、
EV の場合、85 万円である。
　地方自治体によっては EV に対して補助金を交
付しているが、その補助金額は以下のように算出
される。例えば東京都の場合、次世代自動車振興
センターが算定する補助金交付額の 1/2 であり、
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上限は 25 万円である。さらに、一部の市区町村、
例えば葛飾区の場合、次世代自動車振興センター
が算定する補助金交付額の 1/4 であり、上限は 25

万円である。

　3.　モデル

　ここでは、Arakawa （2014）のモデルをもとに
分析を進める。消費者は自宅と目的地を往復する
ため、ある距離を運転する必要があり、その距離
は消費者ごとに異なるとする。ここで、その走行
距離は ,0 i6 @に上に一様分布し、 i  は十分に大き
いと考える。そして、消費者はその距離の走行を
T 回繰り返す。運転によって得られる効用は全て
の消費者で同一であり、それを V とする。V は十
分に大きいと想定し、全ての消費者が自動車を購
入する状況を考える。自動車として GV と EV の
2 種類を考える。消費者は GV と EV のそれぞれ
のコストを比較して低い方を選択する。ここでの
コストとは T 回の運転に要したコストの総和であ
る。GV のコストは車両価格とガソリン代のみで
あり、ガソリン給油にかかる費用（時間費用）は
無視できるほど小さいとする。このとき、GV の
コストは

　 ( )C p fTGV GVi i= +  （1）

と表すことができる。ただし、 pGV は GV の車体
価格、 f は走行距離 1 単位当たりに必要なガソリ
ンの価格である。なお、政府はガソリンに対して
課税し、ガソリン価格には税金が含まれていると
する。ガソリン税の税収は EV 購入に対する補助
金の原資に用いられるとともに、その残りは全消
費者に均等額を配分されるとする 12）。一方、EV

のコストは車両価格と充電にかかる費用（時間費
用）のみであり、充電費用（電気代）はガソリン
価格に比べて小さいため無視する。ここで、EV

は自宅で充電可能であり、毎回の走行では充電量
が満タンの状態から開始すると考える。さらに、
充電スタンドは十分にあるため、移動中に充電で
きない可能性はないと考える。このとき、EV の

コストは

　 ( )
( )

if

if
C

P v

P a v T v
VE

EV

EV 2

#
i

i

i i
=

+ -
*  （2）

と表すことができる。ただし、 pEV は EV の車体
価格、a は走行距離 1 単位当たりの充電費用を表
すパラメータ、v は 1 回の充電で走行できる距離

（充電池の容量）である。まず、 v#i  のときは、
充電池の容量を使い切っておらず、充電の必要は
ない。したがって、充電にかかるコストはゼロで
あり、EV のコストは車体価格のみである。一方、 
v2i  のときは充電池の容量を使い切ってしまう

ため、出先での充電が必要である。充電が必要な
距離は残りの走行距離に必要な分だけであり、そ
れは vi-  となる。これが T 回繰り返されること
を考えると、EV のコストは車体価格にその時間
費用を足したものとなる。なお、EV の走行距離
当たりの充電に関する費用は、GV の走行距離 1

単位当たりに必要なガソリンの価格 f より大き
いという条件を設ける。具体的には、後の分析を
シンプルにするため、 a f32  という条件とする。
　 市 場 は GV と EV で 構 成 さ れ、EV の 規 模 は
GV の規模に比べて非常に小さいとする。そのと
き、EV メーカーの価格や性能の戦略は GV メー
カーの戦略には影響を与えず、また政府の EV 普
及のための政策も GV メーカーの戦略に影響を
与えないとすることができる。したがって、政
府の EV 普及のための政策効果の分析は、GV の
車両価格やガソリン価格などを所与として EV 市
場を分析すればよいことになる。つまり、ここ
では GV メーカーの戦略を考慮する必要がないの
である。単純化のため、GV メーカーは 1 社であ
り、また GV は 1 種類であり、その GV の生産費
用をゼロと設定する。さらに、EV 市場は未成熟
であるため EV メーカー間の競争は激しくないと
考えると、政策が EV の車両価格と車両性能の向
上に及ぼす影響を理解するためには、独占企業が
1 種類の EV を販売するという単純化された市場
を分析することで目的を達成することができる。
そのような設定の下では、EV メーカーの利潤は 
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p cv qEV EV EV
2r = -_ i  と定義できる。ただし、 

cv2  は EV の 1 台当たりの生産費用、qEVは EV

の需要である。ここでは、短期的な分析を行うの
で、固定費用は無視することにする。

　4.　市場均衡

　消費者は GV と EV のコストを比較してどち
らかを選択する。一般的に EV の価格は GV の
ものより高いので、 p pEV GV2 とする。EV と
GV のコストが等しくなる消費者の走行距離は、 
C CGV EV=  を解けば、 ( )/( )v p p fTEV GV$ -  の
とき、つまり充電池容量が十分に大きいとき、

,
( )fT

p p
a f T

p p avTEV GV EV GV
21i i=

-
=

-

- + +
 （3）

となる。ただし、 1i は充電を必要としない消費
者 ( )v#i  の EV に関するコストが GV に関する
コストと等しくなる走行距離、そして 2i  は充電
を必要とする消費者 ( )v2i  の EV に関するコス
トと GV に関するコストが等しくなる走行距離で
ある。式（3）からわかるように、消費者は EV

と GV の価格差に注目する。したがって、ここで
は GV の価格をゼロと単純化する。なお、 i  は十
分に大きいと考えているため、 22i i  が成立し、
走行距離の最も長い消費者 i  は補助金政策の有
無にかかわらず必ず GV を購入することになる。
式（3）より、 ,0 1!i i g6  のとき、 C CGV EV1  、 

,01 2!i i g6 のとき、 C CGV EV$  、 ,2!i i i7 Aの
とき、 C CGV EV#  であることがわかる。なお、 
( )/( )v p p fTEV GV1 -  のとき、誰も EV を購入し

ない。つまり、全ての消費者にとって、EV の航
続距離が短く、また EV の価格が GV の走行費用
と比較して高すぎるのである。この場合は分析す
る意味がないので考えないことにする。
　EV メーカーは利潤を最大化するように EV の価
格と充電池容量を決定する。EV の需要関数は

　 ( )
( )

q
a f fT

a p fTv
EV

EV
2 1i i= - =

-

- +

 （4）

であるから、企業の利潤

　 ( )q p cvEV EV EV
2r = -  （5）

を価格と充電池容量で最大化すると、以下の解が
得られる。

, ,
( )

v
c
fT

p
c
f T

c a f

af T
2 8

3

64
EV EV

2 2

2

3 3

r= = =
- （6）

この解から、以下の命題が得られる。

命題 1　EV メーカーの利潤、EV の車体価格、充
電池の容量は、ガソリンの価格と消費者の運転回
数とともに増加し、充電池の生産費用が増大する
ほど減少する。

　この命題は、EV の基本的な性能は比較対象で
ある GV の燃料費に依存していることを示してい
る。ここで、GV の燃料費が安くなったら、充電
池の容量が低下するということは興味深い結果で
ある。なぜなら、GV での走行費用が低下するの
であれば、安い電気でより長く走れるよう充電池
容量を増大することで EV の走行費用を下げ、EV

の競争力を高めるとも考えられるからである。し
かし、充電池容量を増大するには多額のコストが
かかり、EV の価格も上げざるを得ず、結果とし
て、EV の走行費用が高くなる。したがって、そ
の場合には、充電が必要となる長距離を走行する
消費者を見限り、充電池の容量を低下させること
で EV 価格を下げ、EV の競争力を高めるのである。

　5.　補助金政策の比較

　ここでは、前節で構築したモデルを用いて、充
電インフラと EV 購入のそれぞれに支出する補助
金の効果の違いを分析する。

　5.1　充電インフラに対する補助金

　充電スポットなどの整備に対して補助金を支
出すると、消費者の充電に関するコストが低下
する。このように考えると、単純化のため、充
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電インフラの整備はパラメータ a を下げるこ
ととすることができる。具体的には、以下のよ
うにモデル化する。充電インフラ整備は a を
100 i％下げることとすると、消費者の充電コス
トが変化し、EV を購入する消費者のタイプも
変 化 す る た め、 式（3） を /( )p fT

i
EV1i =  と 

( ( ) )/( ( ) )p a i vT f i T1 1
i

EV2i = - - - -  に置き換
えることになる。利潤を最大化すると、以下の解
が得られる。

　 , ,v
c
fT

p
c
f T

2 8
3

EV

2 2

= =

 （7）
　 ( ( ) )

( )

c a i f

a i f T

64 1

1
EV 2

3 3

r =
- -

-

式（7）より、充電インフラ整備によって EV

価 格 と 充 電 池 の 容 量 は 変 化 し な い。 し か し、 
/ i 0EV2 2 2r  より、充電インフラ整備により利

潤は増大することがわかる。つまり、充電インフ
ラ整備はメーカーの価格戦略や充電池の容量に関
する戦略には影響しないが、充電費用を負担しな
ければならない EV 購入者を増大させるのでメー
カーの利益を増大させるのである。
　また、式（7）より、

　 ,
( ( ) )

( ( ) )
c
fT

c a i f
f a i f T

8
3

8 1
4 1 3i i

1 2i i= =
- -

- -  （8）

が得られ、

　 ,
( ( ) )i i c a i f

af T
0

8 1
0

i i
2

2

2
1

2

2

2

2
2

i i
= =

- -
 （9）

であるから、充電インフラが整備されると、走行
距離の長い消費者が EV を購入するようになる。
まとめると、次の命題が得られる。

命題 2　充電インフラ整備は EV メーカーの価格
や充電池容量についての戦略には影響しないが、
利潤を増大させる。充電インフラが整備されると、
走行距離の長い消費者が EV を購入するようにな
る。

　この命題は、充電インフラを整備は、走行距離
の長い消費者に EV を購入させる働きがあるもの
の、充電インフラを活用しない自宅で充電する消
費者には、何ら影響を与えないというものである。
つまり、充電インフラの整備は、純粋に EV の販
売台数を増大させる役割のみを果たすことにな
る。そして、EV 販売台数の増大分だけ、EV メー
カーの利益も増大することになる。このとき、EV

メーカーには充電インフラ整備に対して、自らも
投資するインセンティブを持つことがわかる。こ
のことは、上述したような EV メーカーが共同で
充電インフラ整備に補助金を支出する現状と整合
的である。しかしながら、充電インフラ整備は
EV の性能や価格に影響を及ぼさないため、以下
で分析する EV に対する補助金の場合より、EV 普
及に対する効果は限定的であると考えられる 13）。

　5.2　EVに対する補助金
　ここでは、単純化のため、EV 購入に際し、価
格の %n100  を補助する場合を考える。なお、 n が
正の値を取る場合、つまり補助金を支出する場合
だけを考え、 n が負の値となる課税の場合は考え
ない。この場合、消費者価格は補助金に応じて
変化し、EV を購入する消費者のタイプiも変化

するため、式（3）を ( ( ))/( )p n fT1
n

EV1i = -  と 

( ( ) )/(( ) )n avT a f Tp 1
n

EV2i = - - + -  に 置 き 換

えることになる。利潤を最大化すると、以下の解
が得られる。

　 ( )
,

( )
v

c n
fT

p
c n

f T
2 1 8 1

3
EV 2

2 2

=
-

=
-

　 （10）
　 ( )( )c a f n

f Ta

164
EV 3

3 3

r =
- -

式（10）より、補助率 n に応じて充電池の容量
は変化することがわかる。つまり、補助率はメー
カーの価格戦略に影響し、それがメーカーの充電
池の容量に関する戦略にも影響するのである。し
たがって、補助金が与えられると、充電池の容量
と価格はともに増大することになる。
　また、式（10）より、
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が得られ、
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であるから、補助金額が増すと、走行距離の長い
消費者が EV を購入するようになると同時に、走
行距離の短い消費者が EV の購入を止めることが
わかる。まとめると、次の命題を得ることができ
る。

命題 3　補助金が与えられると、充電池容量と EV

価格はともに増大する。補助金額が増すと、走行
距離の長い消費者が EV を購入するようになると
同時に、走行距離の短い消費者が EV の購入を止
める。

　この命題は、EV に対する補助金は EV の性能
向上をもたらし、走行距離の長い消費者に EV を
購入させる働きをすることを明らかにしている。
しかしながら、同時に、EV に対する補助金は EV

価格を上昇させるため、走行距離の短い消費者を
EV 市場から排除することにつながるのである。
この政策の効果を考えるには、EV 市場に参入し
た走行距離の長い消費者による環境改善と、EV

市場から排除された走行距離の短い消費者による
環境悪化の両者を比較する必要がある。Arakawa 

（2014）はその状況下で厚生分析を行い、補助金
は社会厚生を改善することを明らかにしている。
なぜなら、長い距離を走行する消費者は短い距離
の消費者よりも大きな負の外部性を生じている
が、それが改善されるからである。

　5.3　議論

　ここでは、これまでの分析結果をもとに、効果

的な EV 普及政策とはどのようなものかを議論し
ようと思う。命題 2 は、充電インフラを整備は、
走行距離の長い消費者に EV を購入させる働きが
あるものの、充電インフラを活用しない自宅で充
電する消費者には、何ら影響を与えないというも
のである。命題 3 は、EV に対する補助金は EV

の性能向上をもたらし、走行距離の長い消費者に
EV を購入させる働きをすることを明らかにして
いる。まとめると、充電インフラ整備に対する補
助金には EV 利用者の裾野を広げる働きがあり、
EV に対する補助金には EV の性能を向上させる働
きがあることがわかる。これらの 2 つの性質の異
なる補助金政策を組み合わせることで、効果的な
EV 普及政策の実現が期待できることになる。
　効果的な EV 普及政策の実現のためには、2 つ
の政策のバランスが問題となる。EV 普及の道筋
として、まずは EV の性能向上よりも充電インフ
ラの整備により EV 利用者の裾野を広げることに
集中し、市場が拡大した後、EV の性能向上を促
すという考え方がある。それに対して、まずは
EV の性能向上、つまり GV と同等の航続距離の
実現を目指し、その後、市場を拡大するために充
電インフラ整備に対して補助し、市場の拡大を目
指すという考え方もある。前者であれば、充電イ
ンフラ整備に対する補助金を重視し、後者であれ
ば、EV 購入に対する補助金を重視することにな
る。
　さらに、最適なバランスを実現する際、できる
限り市場を活用することが重要である。効果的な
イノベーションの実現のためには企業間競争が欠
かせないからである。EV 性能向上と充電インフ
ラ整備を比較すると、前者の方が企業間競争によ
るイノベーションの実現の可能性は高いと考えら
れる。なぜなら、EV は製品自体が差別化されて
おり、性能向上は製品価格の上昇によって EV メー
カーの利益に直結するからである。そのため、EV

のイノベーションは市場で実現できるだろう。し
かしながら充電インフラの場合、電気自体は差別
化されておらず、充電事業者は充電サービスのみ
では利益を上げることは難しい。そのため、充電
インフラ整備を市場に委ねても、効果的な供給は
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期待できないであろう。したがって、充電インフ
ラ整備には政府介入の理由が十分に存在するので
ある。以上より、EV 性能向上は市場で実現すべ
きであり、充電インフラ整備は政府の介入が必要
と考えることができる。
　また、そのバランスにおいては、どのような走
行距離の EV 利用者を想定するのかも重要である。
走行距離が短い利用者であれば、充電池容量の小
さい EV を自宅でのみ充電することで十分であり、
充電インフラを必要としない。一方、走行距離の
長い利用者であれば、充電池容量が大きく、移動
中での充電のためにも、充電インフラを必要とす
る。このように、利用者の走行距離に応じて、適
切な EV 性能と充電インフラの整備水準が異なる
のである。
　本稿では、EV 利用者を自宅だけで充電する利
用者と移動中にも充電する利用者に分けて分析し
た。その結果、充電インフラに対する補助金は
EV 価格に影響を与えないため、走行距離の短い
利用者を EV 市場に留めるだけでなく、走行距離
が長いため移動中にも充電する利用者を EV 市場
に参入させる働きがあることがわかった。一方、
EV に対する補助金は、EV 価格の上昇により、走
行距離の短い利用者を EV 市場から排除する働き
があることが明らかとなった。
　充電池の技術は進化しているものの、急激な性
能向上は期待できない。その場合、EV に対する
補助金は、走行距離の長い消費者を効果的に取り
込めないにもかかわらず、EV 価格の上昇から、
走行距離の短い利用者を排除し、EV 市場の縮小
をもたらす可能性が高い。これに対して、充電イ
ンフラ整備に対する補助金の場合、充電池の技術
の進化があまり期待できない状況においても、EV

市場を確実に拡大することにつながるのである。
まとめると、充電池の急激な技術革新が期待でき
ない状況では、充電インフラ整備に対する補助金
の方が EV 普及に効果的であると考えることがで
きるのである。
　以上の議論より、望ましい EV 普及の道筋とし
て、充電インフラの整備により EV 利用者の裾野
を広げることに集中し、その後、EV の性能向上

を促すというものが妥当であることがわかる。つ
まり、EV 普及のためには、充電インフラ整備に
対する補助金を重視し、走行距離が比較的短い消
費者に EV の利用を促すのである。そして、EV 市
場が拡大すると、EV メーカー同士の競争も激化
し、そのことで EV の性能向上が実現すると考え
られるのである。

　6.　おわりに

　本稿では、EV 普及を図るための EV と充電イン
フラ整備に対する補助金政策の効果の違いを理論
的に明らかにすることで、望ましい EV 普及政策
とは何かを分析した。走行距離が異なる消費者た
ちが EV と GV を比較検討して購入車種を決定す
るモデルを構築し、いくつかの結果を得ることが
できた。まず、EV に対する補助金政策は充電池
容量の向上をもたらすが、EV 価格を上昇させる
ため、短い走行距離の消費者は EV の購入を諦め、
より走行距離の長い消費者が購入する。これに対
し、充電インフラに対する補助金政策は充電池容
量や EV 価格に対して影響を与えないため、走行
距離の長い消費者が EV を購入するようになるだ
けでなく、短い走行距離の消費者も EV の購入す
ることになる。
　そして補助金政策を比較した結果、望ましい
EV 普及政策とは、充電インフラの整備により EV

利用者の裾野を広げた後、EV の性能向上を促す
というものであることがわかった。つまり、EV

普及のためには、充電インフラ整備に対する補助
金を重視し、走行距離が比較的短い消費者に EV

の利用を促すのである。そして、EV 市場が拡大
すると、EV 開発競争も激化することで、EV の性
能向上が実現すると考えられるのである。
　本研究では、補助金政策にのみ絞って分析を
行ったが、今後の展開として、EV 普及政策を GV

に対する課税政策との関係で分析することが考え
られる。例えば、Sperling and Gordon （2009） は、
より多くの炭素を多く排出する燃料に対し、より
高く課税する税である炭素税（carbon-index fuel 

tax）からの税収で充電インフラ整備を補助するこ
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とを提案している。この課税方式では、GV から
EV へ比較的緩やかに転換する効果を持つものの、
充電インフラ整備をサポートすることになる 14）。
さらに彼らは、オークション方式で炭素の売買を
行うキャップアンドトレード方式を採用すること
で、充電や充填のインフラ整備のための補助金を
調達できるとしている 15）。このような先行研究を
踏まえ、本稿で用いたモデルに GV に対する課税
を導入することで、より効果的な EV 普及政策を
理解できることになるが、それは今後の課題であ
る。
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注

 1）  Orsato et al., （2012）は、fit-stretch パターン
分析法を用いて、EV が普及しない理由を消
費者に GV とは大きく異なる利用状況を強い
たからだとしている。

 2）  カリフォルニア州などで実施されている ZEV

規制では、EV などの ZEV の普及を促進す
るため、メーカーに対して販売台数の一定
のシェアを ZEV とするよう要求する規制で
ある。1990 年に制定された時点では実質的
に EV を対象としていたが、その後、HV や
PHV も対象とすることになった。

 3）  HIS Automotive は、世界の自動車の総生産台
数のうち、2020 年の EV、HV、PHV などの
電動車の生産台数は 8％に過ぎないとしてい
るが、2026 年には 18％、2030 年には 25％に
なり、EV と PHV の比率は 5％にまで高まる
と予測している。

 4）  荒川（2014）は、次世代自動車の普及促進の
ための政策である販売台数に対する規制と財
政的インセンティブ政策を取りあげ、それら
がメーカーと消費者に与える影響を分析して
いる。

 5）  Lane et al., （2013）は、主要国の EV 普及政策
をリスクマネージメントと産業政策の 2 つの
観点から比較分析している。

 6）  Yarime （2009）は、東京都の圧縮天然ガス自
動車（CNG）の普及政策を分析し、その可能
性と限界を明らかにしている。

 7）  こ の 問 題 に 対 し て、Global Smart Grid 

Federation （2014）は、EV 普及に成功してい
る国々の経験から、EV の普及に先立って、
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公共の充電インフラを整備することが必要だ
と結論づけている。

 8）  燃料電池で水素と大気中の酸素を化学反応さ
せて生み出した電気を使ってモーターを回し
て走る。排出されるのは水だけのため究極の
エコカートも呼ばれる。トヨタのミライの場
合、4.3kg の水素を 3 分間でタンクに充填し
約 650km の走行が可能である。

 9）  政府は 2015 年度までに 100 ヵ所の水素ステー
ション解説を目標に掲げているが、現在稼働
しているのは 23 ヵ所だけであり、建設が決
まっているものを合わせても 81 ヵ所にとど
まる。建設費は 1 ヵ所当たり約 5 億円とガソ
リンスタンドの 5 倍と投資負担は重い。さら
に、水素の価格は GV の燃料代の 2 倍、HV

の 3 倍近いとされているが、充填事業者は
FCV 普及のために採算度外視で水素を安く小
売りしているのが現状である。

10）  急速充電器のランニングコストは電気の基本
料金だけで年 50 万円以上かかるのに対し、1

回の充電の対価として利用者から数百円程度
を徴収することしかできない。さらに、その
稼働率は高速道路のサービスエリアなどに設
置された一部の充電器を除き、1 日に数回程

度のところが多い。
11）  EV 購入には減税措置が講じられており、エ

コカー減税においては、自動車取得税は非課
税、自動車重量税は免税となる。

12）  その配分は消費者の EV と GV のコストに影
響しない。そのため、ここでは具体的なガソ
リン税の税収の額は考えない。

13）  このことを厳密に明らかにするためには厚生
分析が必要となるが、それは今後の課題とす
る。

14）  Sperling and Gordon （2009）は、新しいイン
フラが車両の燃費性能を判別する機能を搭載
すれば、環境性能に応じた課税を実現できる
としている。

15）  Sperling and Gordon （2009）は、炭素排出権
を燃料会社に販売することで得られる収入を
R&D や、充電・充填インフラ整備、公共交
通機関、交通弱者に対する補助金に用いるこ
とができるとしている。
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The subsidy for promotion of electric vehicles and improvement 
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Abstract
The purpose of this paper is to propose the effective subsidiary policies for promoting electric 

vehicles (EVs) by theoretically analyzing the policies by paying attention to the dif ferences 

between granting on EV purchasing and on investing in charging infrastructure. As a result, this 

paper shows that the effective policies is such that first to concentrate on expanding EV market by 

improving charging infrastructure, and next to prompt improvement of performance of EVs. That 

is, in an early period of promoting EVs, more emphasis should be on the subsidy for improving 

charging infrastructure to induce consumers whose travel distance is relatively short. When EV 

market enlarges because competition among EV makers become fierce, performance of EVs 

improves in a competitive environment; EV market is expected to be efficiently spread.
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